河内長野周辺地区にぎわい創出社会実験事業実施細則

第１章　総則
（趣旨）
第１条　この細則は、河内長野周辺地区にぎわい創出社会実験事業実施要領（以下「要領」という。）第１１条の規定に基づき、本事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２条　この細則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 暫定広場　要領第３条に規定する対象区域に設置する広場をいう。
(2) 運営主体　要領第１０条の規定に基づき、市長が本事業の運営業務を委託した者をいう。
(3) 参加者　要領第６条の規定に基づき、市長が参加者として決定した者をいう。

第２章　事業の運営体制
（管理者）
第３条　暫定広場の管理者は、河内長野市 まち創造戦略部 まちづくり推進課 駅前活性化グループとする。

（運営主体）
第４条　市長は、要領第１０条の規定に基づき、参加受付、参加調整、現地運営及び利用状況の把握その他必要な業務を運営主体に委託する。
２　運営主体は、管理者の指示のもと、参加者との連絡調整、現地確認、書類の受理その他の運営業務を行う。

第３章　参加者の資格及び活動内容
（参加資格）
第５条　本事業に参加できる者は、次の各号のいずれかに該当し、自らの責任において活動を実施できる個人又は団体とする。なお、個人で参加する場合又は団体の代表者・責任者は、１８歳以上の者とする。
(1) 河内長野市内外の地域団体
(2) 河内長野市内外の事業者
(3) 学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校、専修学校、各種学校及び幼稚園）、保育所又は認定こども園
(4) 国又は地方公共団体（外郭団体を含む。）
(5) 公益上特に必要と認められる団体（国又は地方公共団体が協力している事業若しくは施策に関連する事業を実施するものに限る。）
(6) その他管理者が認める者

（活動内容）
第６条　本事業において実施できる活動は、要領第４条各号に掲げるものとする。
２　単なる営業目的のビラ配布など、地域の活性化に資さないと管理者が判断する活動は、実施を中止させることができる。
３　本事業は社会実験として実施するものであるため、参加者は、活動内容、実施結果、来場状況及び写真等について、管理者又は運営主体から報告を求められた場合はこれに応じなければならない。

第４章　暫定広場の運営
（利用時間）
第７条　暫定広場における活動時間は、原則として午前10時から午後6時までとする。
２　設営は、原則として午前８時３０分から行うことができるものとし、撤去は、原則として午後９時までに完了しなければならない。
３　第１項の規定にかかわらず、午後６時を超えて活動しようとする場合は、申込みの際にその旨及び予定する活動終了時刻を申込書に記載し、あらかじめ管理者の承認を受けなければならない。この場合において、活動終了時刻は、午後９時を超えることができない。
４　第２項の規定にかかわらず、前項の規定により午後９時まで活動を行う場合その他管理者がやむを得ないと認める場合は、申込みの際に撤去計画を提出し、あらかじめ管理者の承認を受けることにより、午後１０時まで撤去を行うことができる。ただし、午後９時以降は、来場者を対象とする営業、販売、飲食物の提供その他これらに類する活動を行ってはならず、音響設備の使用については、第２８条の規定に従わなければならない。
５　第３項の規定による午後６時以降の活動又は前項の規定による午後９以降の撤去を行う参加者は、騒音、照明、車両の通行、作業員の話し声その他周辺環境への影響を最小限にするため、管理者又は運営主体の指示に従い、必要な措置を講じなければならない。
６　前各項に定める時間によることが困難な場合は、公益上又は事業運営上の必要性があり、かつ、周辺環境への支障がないと管理者が特に認める場合に限り、前各項に定める時間以外の時間に活動、設営又は撤去を行うことができる。この場合において、参加者は、申込みの際にその理由、実施時間及び実施計画を申込書に記載し、あらかじめ管理者の承認を受けなければならない。

（利用可能設備）
第８条　暫定広場において参加者が使用できる設備は、次のとおりとする。
(1) 電源設備：コンセント差込口１口（使用電力は1,500W以内とする。）
(2) 水道施設：散水栓１口
２　電気及び水道を使用した場合は、運営主体が実費相当額を請求する。

（活動費用）
第９条　参加者は、要領第７条第１項の規定に基づき、活動に要する経費及び光熱水費その他の実費を負担しなければならない。

第５章　参加申込みの手続
（申込受付）
第１０条　本事業への参加申込みは、要領第５条の規定によるほか、この章の定めるところによる。
２　申込みの受付は、原則として先着順とする。
３　通常の申込みは、活動日の属する月の２か月前の１日から受け付ける。
４　同一参加者の申込日数は、原則として１か月あたり４日を上限とする。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。
５　国若しくは地方公共団体が行う活動又は第５条第５号に該当する団体が行う公益事業については、前２項の規定にかかわらず、優先的に受け付けるものとする。

（初回参加者の特例）
第１１条　初めて本事業に参加する者の申込みについては、前条第４項の規定にかかわらず、１か月間に申し込むことができる日程は連続した２日間のみとする。
２　初めて参加する者は、申込書及び企画概要書の提出とあわせて、実施内容のイメージに近いイベント等の写真を提出しなければならない。
３　初めて参加する者は、申込書の提出前に、原則として運営主体との対面での事前打合せを実施しなければならない。

（申込書類の提出）
第１２条　参加を希望する者は、活動日の１４日前までに、次の書類を運営主体に持参又は電子メールにより提出しなければならない。
(1) 河内長野駅周辺地区にぎわい創出社会実験事業参加申込書
(2) 企画概要書（任意書式）
２　申込書の内容が要領第４条及び第５条第１項各号の要件を満たさない場合は、通知のうえ申込みを受理しない。

（申込みの完了）
第１３条　申込みの完了は、管理者が受理印を押印した申込書の複製を参加者に交付した時点とする。
２　参加者は、受理印を押印した申込書の複製を受領した後に、広報等を開始することができる。

（現地確認）
第１４条　運営主体が必要と判断した場合は、活動実施前に参加者の立会いのもと現地確認を行う。
２　参加者は、申込書の所定欄に現地確認候補日（複数日）を記入しなければならない。

（事前提出書類）
第１５条　参加者は、活動日の７日前までに、次の書類を運営主体に提出しなければならない。
(1) イベントレイアウト図（活動範囲の詳細が分かるもの）
(2) 出店リスト
２　車両の乗り入れがある場合は、出店リストに乗り入れ台数及び車両の種類を明記しなければならない。
３　前項の書類が期限までに提出されない場合は、活動の実施を中止させることができる。

第６章　関係機関への届出等
（関係機関への届出）
第１６条　参加者は、活動の内容に応じ、次の各号に掲げる届出、許可申請その他の手続を自らの責任において行わなければならない。
(1) 飲食営業を実施する場合　富田林保健所への事前相談及び露店営業許可証若しくは臨時営業許可証の取得
(2) 火気器具等を使用する場合　大阪南消防局河内長野消防署への露店等開設届出書の提出及び消火器の準備
(3) 多数の来場者が予想される催しの場合　河内長野警察署への事前連絡及び雑踏事故防止のための措置
(4) 前面道路の通行規制時間内（午前９時から午後９時）に車両を通行させる場合　河内長野警察署への通行許可申請
(5) 前面道路に占用物を置く場合　河内長野市道路課への道路占用許可申請及び河内長野警察署への道路使用許可申請

（許可書等の提出）
第１７条　参加者は、前条の規定に基づき取得した許可書等の写し（受理印又は受付番号が記載されたもの）を、活動日の２日前までに運営主体に提出しなければならない。
２　当日は許可書等の書類を必ず携帯しなければならない。

第７章　活動実施時の遵守事項
（関係法令等の遵守）
第１８条　参加者は、活動の実施にあたり、消防法、建築基準法、食品衛生法その他の関係法令、要領及びこの細則を遵守しなければならない。

（申込書の携帯）
第１９条　参加者は、活動日当日、受理印を押印した申込書の複製を携帯しなければならない。

（設備の使用）
第２０条　参加者が電源を使用する場合は、申込書にその旨を記載し、事前に使用電力量を運営主体に申告しなければならない。
２　携帯発電機を使用する場合は、消防署への届出が必要である。
３　電源コードは、歩行者の転倒防止のため、歩行者通行量の少ない場所に設置し、ケーブルプロテクター等で養生しなければならない。点字ブロックの上への設置は禁止する。

（搬入・搬出）
第２１条　暫定広場内への車両乗り入れは、重量物の搬入等、必要最低限のものとしなければならない。
２　搬出入の際は、通行者の安全を最優先とし、必ず誘導者を配置し、徐行（時速６km以下）しなければならない。
３　搬出入の時間は、事前に運営主体に連絡しなければならない。
４　設営中に資材等を放置してはならない。

（設置物の安全管理）
第２２条　のぼり、パラソル、テント、ステージ等の設置物は、倒れないよう固定しなければならない。
２　テントは、全ての脚に必ずウエイトを設置しなければならない。ウエイトは参加者が用意しなければならない。

（物品の残置）
第２３条　原則として、活動時間外における物品の残置は禁止する。連続した複数日で活動する場合も、活動終了ごとに撤去しなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、前日設営又は後日撤去等、活動の運営上やむを得ず物品を残置する必要がある場合は、活動時間外等における残置を認めることができる。この場合において、参加者は、自己の責任において当該物品を管理し、必要に応じて、参加者自身又は参加者が依頼した専門業者による立会い等の警備を配置しなければならない。

（運営本部の設置）
第２４条　複数のテント等を用いたマーケット等のイベントを実施する場合は、必ず運営本部を設置しなければならない。
２　運営本部には、スタッフが常駐しなければならない。不在の時間がある場合は、連絡先を明示しなければならない。
３　参加者のスタッフは、ジャンパー、腕章等により第三者が識別できるようにしなければならない。

（看板等の設置）
第２５条　看板等は通行の妨げにならないよう設置しなければならない。
２　暫定広場に常設している設置物へのチラシ等の貼付は、原則禁止とする。

（衛生管理）
第２６条　油の使用等、舗装を汚損するおそれがある場合は、舗装の養生を行わなければならない。
２　汚水を暫定広場や周辺の排水施設に流してはならない。
３　活動中に発生したごみは、参加者が責任をもって回収し、当日持ち帰らなければならない。
４　来場者が周辺店舗のごみ箱に廃棄することがないよう、ごみ箱の設置その他必要な対策を講じなければならない。

（音響に関する配慮）
第２７条　音出しを伴う活動は、周辺施設（近隣住宅を含む。）に迷惑が掛からない範囲で実施しなければならない。
２　楽器やアンプ等を使用した暫定広場全体に向けた大きな音出しは、原則として午前１０時から午後６時までの間に限るものとする。
３　前項の規定にかかわらず、午後６時から午後９時までの間に同項に規定する音出しを行おうとする場合は、あらかじめ近隣住民に対して、活動内容、実施日時、音響設備の使用方法その他管理者が必要と認める事項を説明し、その了承を得なければならない。この場合において、参加者は、当該説明の内容及び了承を得たことを確認できる書面を管理者又は運営主体に提出し、管理者の承認を受けなければならない。
４　楽器やアンプ等を使用した暫定広場全体に向けた大きな音出しは、午後９時以降、行ってはならない。
５　苦情が寄せられた場合は、管理者又は運営主体の指示に従い、音量制限又は音出しの中止を行わなければならない。

（駐車場）
第２８条　参加者及び来場者が無料で利用できる駐車場はない。参加者は、駐車場が必要な場合は各自で手配しなければならない。
２　参加者は、路上駐車、迷惑駐車等の交通マナー違反が生じないよう来場者に周知しなければならない。

（周辺環境への配慮）
第２９条　参加者は、活動内容に対する苦情について、誠意をもって自ら対応しなければならない。
２　運営主体に寄せられた苦情については、運営主体から参加者に連絡し、参加者は現地にて対応のうえ、結果を運営主体に報告しなければならない。
３　通行者や周辺施設から苦情が寄せられた場合は、運営主体は活動を中止させることができる。
４　過度な呼び込み等、滞留者や通行者が不快に感じる行為は行ってはならない。

（原状回復）
第３０条　参加者は、活動終了後、速やかに暫定広場及び周辺の清掃を行い、原状に回復しなければならない。
２　暫定広場に常設している可動式ベンチ等を移動した場合は、活動終了後に元の位置に戻さなければならない。
３　糊付け、くぎ打ち等、原状に戻すことのできない行為は禁止する。
４　暫定広場の設備等を損傷した場合は、その回復に要する費用を参加者の負担とする。

（損害賠償）
第３１条　参加者が施設、設備又は第三者に損害を与えた場合、及び活動に伴う人身事故並びに物品の盗難、破損等の事故については、参加者がその責を負い、損害額を賠償しなければならない。
２　参加者は、活動中の事故に備え、イベント賠償責任保険等への加入に努めなければならない。
３　飲食営業を実施する場合は、食中毒対策等のため、PL保険（生産物賠償責任保険）等への加入に努めなければならない。

（事故等の報告）
第３２条　活動中に事故等が発生した場合は、参加者は速やかに運営主体にその概要、担当者及び連絡先を報告しなければならない。
２　救急・消防・警察等による対応が必要な場合は、直接、関係機関に連絡しなければならない。

第８章　活動内容の変更・中止
（活動内容の変更）
第３３条　参加者は、次の各号に掲げる変更を行う場合は、活動日の１週間前までに、変更内容を反映した申込書を受理印付き申込書の複製に添えて運営主体に提出しなければならない。
(1) 活動日時の変更
(2) 大幅な企画内容の変更
(3) 活動位置の大きな変更
２　出店内容に影響のない軽微なレイアウト変更については、運営主体への連絡のみで足りる。

（活動の中止）
第３４条　活動予定日当日に、暴風、大雨、洪水、雷又は濃霧警報が河内長野市に発表された場合は、原則として活動を中止しなければならない。
２　暴風、大雨、洪水、雷又は濃霧注意報が発表された場合は、参加者が活動の開催可否を判断するものとする。
３　災害、天候不順等の理由により活動を中止する場合は、活動日の前日午後５時までに運営主体に連絡しなければならない。
４　当日に急遽中止となった場合も、運営主体に連絡しなければならない。
５　中止の周知は、原則として参加者が自らの広報手段により行わなければならない。

第９章　活動終了後の手続
（報告等）
第３５条　参加者は、活動終了後、次の各号に掲げる事項に協力しなければならない。
(1) 管理者が実施するアンケートへの回答
(2) 「過去のイベント実績」の作成及び提出
(3) 活動の様子がわかる写真（①暫定広場全体写真、②来場者の様子がわかるもの、③参加者の活動の様子がわかるもの）の提供
２　前項第２号及び第３号により提出された書類及び写真は、河内長野市ホームページへの掲載その他広報に利用する場合がある。

第１０章　雑則
（参加決定の取消し等）
第３６条　管理者は、参加者が要領第８条又はこの細則の規定に違反した場合、活動中の事故若しくはトラブルが発生した場合、運営主体の指示に従わない場合、又は活動内容が本事業の趣旨にそぐわないと判断した場合は、活動の中止、参加決定の取消し又は受付の停止を行うことができる。
２　申請者名又はイベント名が変更された場合であっても、活動内容が同一であると判断される場合は、前項と同様の措置を行うことができる。

（誓約書等の提出）
第３７条　管理者は、活動内容によっては、参加者に対し別途誓約書等の提出を求めることができる。

（広報）
第３８条　参加者は、チラシ、ウェブサイト等により広報を行う場合は、一般の方が問い合わせることができる参加者の窓口（電話、電子メール等）を設置し、記載しなければならない。
２　活動内容について取材を受ける場合は、運営主体に事前に連絡しなければならない。

（細則の変更）
第３９条　この細則は、活動状況を踏まえ、随時変更することができる。

（疑義の解決）
第４０条　この細則に定めのない事項については、参加者、運営主体及び管理者が協議のうえ決定するものとする。

附　則
[bookmark: _GoBack]この細則は、令和８年７月１７日から施行する。
